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厚生年金基金制度に関する要望について 

 
平成２４年１２月１０日 

全国トラック総合年金基金連合会 

 
  厚生年金基金制度は、公的年金を補完する制度として果たしてきた役割は

極めて大きいと考えますが、近年の市場環境の低迷は著しく、運用による収益

が減少する中で、基金運営の安定化に向けて多くの基金は掛金の引上げ等の対

応を行ってきました。 

しかし、平成１９年度、２０年度における世界的な金融危機を受け、実体経済

が急速に悪化する中で市場運用を前提としている厚生年金基金の資産にも深刻

な影響を与えております。 

 さらに本年２月に発生したＡＩＪ問題を契機として、顕在化した厚生年金基

金等の企業年金をめぐる課題について、厚生労働大臣のもと有識者会議におい

て議論されたところです。 

中小企業の従業員である総合型厚生年金基金の加入員にとっては、基金のプラ

スアルファ部分が唯一の退職給付である例が多く見られることから、当業界と

いたしましても厚生年金基金制度は、従業員の福祉の増進に必要であると考え

ております。制度としての厚生年金基金制度を守っていくためにも制度廃止を

前提とした検討ではなく、まずは「給付設計の弾力化」や「財政運営の弾力化」

等の規制緩和策に加え、「財政中立化の徹底」など加入する中小企業のための

様々な方策の検討を進めることが最重要であると考えます。 

 つきましては、厚生年金基金制度が維持可能な制度として役割を果たしてい

くために、下記要望事項を取りまとめましたので、早期に実現されるよう特段

のご配慮を賜りますようお願い申し上げます 

 

記 

 

１．最低責任準備金の算定方法の見直し 

 （１）代行給付相当額の適正化（0.875 問題） 

     最低責任準備金を算定する際の控除項目である「代行給付相当額」 

    の算定方法は全基金８号方式（代行給付相当額＝代行年金額×0.875）   

    を使用している。８号方式では、現在「0.875」が一律適用されている 

    が、「0.875」の影響による代行給付差損益は基金の成熟度に大きく左  

    右されるので、成熟度別の数値の設定をご検討いただくとともに、平 

    成１１年１０月まで遡って計算し直すよう改めていただきたい。 

 （２）給付現価負担金交付基準の見直し 

     平成１６年法改正時に最低責任準備金は「当分の間、受給者等に代 
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    行給付を支払うのに必要な資金」と位置付けられ、最低責任準備金が 

    過去期間代行給付現価の１／２に相当する額を下回った場合にのみ国 

    から給付現価負担金が交付される基準になった。 

     この基準では、将来的にも代行部分が必要額に満たない「積立不足」 

    のまま運営を余儀なくされることから、上記基準を見直し、最低責任 

    準備金が過去期間代行給付現価を下回ったら、下回る額の１／５に相       

    当する額、最低責任準備金が１／２に相当する額を下回ったら全額補 

    填する仕組みに改めていただきたい。 

 （３）非継続基準の廃止 

     非継続基準の最低責任準備金の計算は、厚生年金本体の１年９カ月 

    遅れの運用利回りが付利利率として用いられ、この期ズレ（タイムラ 

    グ）が基金運営のリスク要因となっている。 

     特に、平成２４年度の財政検証から適用される非継続基準では非常 

    に多くの基金が抵触し、大幅な掛金の引上げは基金制度の継続を不可 

    能にしかねない。非継続基準を廃止し、長期的視野に立った財政運営     

    基準の再検討をお願いいたしたい。 

 

２．給付減額基準の緩和 

 （１）給付減額手続き要件の同意について 

     現行の２／３以上を１／２以上に緩和していただきたい。 

 （２）赤字事業所割合基準の廃止 

     給付減額時、理由要件として「経営悪化」や「掛金負担困難」を使 

    用する場合、その審査基準として赤字事業所割合を基準とすることを 

    廃止していただきたい。 

 （３）受給権者給付減額時の一時金の撤廃 

     受給権者給付減額時の最低積立基準額に相当する一時金は減額措置 

    の整合性を欠くので撤廃していただきたい。 

 

３．解散要件の緩和 

 （１）解散時の理由要件は給付減額と同様に、「経営悪化」や「掛金負担困難」 

   を使用する場合、その審査基準として赤字事業所割合を基準とすること   

   を廃止していただきたい。 

 （２）特例解散（分割納付特例）適用の際、分割納付期間中の倒産事業所の 

   負担する債務に関する「連座制」は、業界全体が連鎖倒産に陥る危険性 

   があるので、即刻廃止していただきたい。 

 

  以上の要望事項を総合的に勘案し、基金の財政運営制度を根本的に見直し 

 するよう要望いたします。 

以上 
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全国トラック総合年金基金連合会会員 （３５基金） 

                                               (設立年月日順） 

東 京 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 基 金 

東 京 貨 物 運 送 厚 生 年 金 基 金  

大 阪 府 貨 物 運 送 厚 生 年 金 基 金 

神 奈 川 県 貨 物 自 動 車 厚 生 年 金 基 金 

愛 知 県 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 金 基 金 

兵 庫 県 ト ラ ッ ク 運 輸 厚 生 年 金 基 金 

静 岡 県 ト ラ ッ ク 運 送 厚 生 年 金 基 金 

三 重 県 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 金 基 金 

山 口 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

北 海 道 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

広 島 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

東 北 六 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

埼 玉 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

香 川 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

岡 山 県 運 輸 厚 生 年 金 基 金  

鹿 児 島 県 ト ラ ッ ク事 業 厚 生 年 金 基 金 

長 野 県 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 金 基 金 

京 都 府 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 金 基 金 

福 岡 県 佐 賀 県 ト ラ ッ ク厚 生 年 金 基 金 

熊 本 県 ト ラ ッ ク 運 送 厚 生 年 金 基 金 

群 馬 県 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 金 基 金 

茨 城 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

千 葉 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

栃 木 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

富 山 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

愛 媛 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

山 陰 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 金 基 金 

山 梨 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

宮 崎 県 ト ラ ッ ク 事 業 厚 生 年 金 基 金 

滋 賀 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

徳 島 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

福 井 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

和 歌 山 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

長 崎 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 

岐 阜 県 ト ラ ッ ク 厚 生 年 金 基 金 
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全国トラック総合年金基金連合会 

 

・概   況 

 

事    項 内       容 

加 盟 基 金 数 
３５基金 

              （平成２４年３月末） 

事  業  所  数 
７，３２３所 

              （平成２４年３月末） 

 

加  入  員  数 
２６９，２９２人 

   男子  ２３９，３５０人 

   女子   ２９，９４２人 

              （平成２４年３月末） 

受  給  者  数 
  ２１１，８４０人 

              （平成２４年３月末） 

資  産  額 
  ７８５，５５１，８１４千円 

              （平成２４年３月末） 

 

 

 

 



厚生年金基金ヒアリング 説明資料 
～トラック運送業界の概況～ 

平成２４年１２月１０日 
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貨物自動車 
（営業用） 

56.0%, 2,932  

貨物自動車 
（自家用） 

 7.9%, 414 

鉄道 
 3.9%, 206 

内航海運  
32.0%. 1,673 

航空 
 0.2%, 10 

事業者の９９％が中小企業（資本金３億
円以下又は従業員３００人以下）の脆弱
な業界体質。 

(事業者数、車両数：平成23年度 国土交通省調べ  
 売上高、総従業員数、輸送量(ﾄﾝｷﾛ)：平成22年度 国土交通省調べ) 

国内貨物輸送量 

平成23年度実績 
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輸送量(ﾄﾝｷﾛ) 事業者数 車両数 
輸送量（千万ﾄﾝｷﾛ） 
事業者数 

車両数（両） 

907,931 

1,074,412 

 

新規参入事業者数  ：43,211者 
退出等事業者数   ：20,201者 
事業者増加数     ：23,011者  

 

トラック事業者の規模 

従業員数別 車両数別 

事 業 者 数 売 上 高 総 従 業 員 数 車 両 数 

63,083者 122,437億円 115万人 107万両 
平成21年度実績 
(単位：億トンキロ) 

トラック輸送はわが国の国内物流の
基幹的輸送機関として国内貨物輸送
の約６割を占める（トンキロベース）。 

事業者数・輸送量・車両数 
（貨物軽自動車運送事業を除く） 

10人以下 
50.5% 

11～20人 
 23.1% 

21～30人 
 10.5% 

31～50人 
 7.8% 

10両以下 
58.1% 

11～20両 
    20.8% 

31～50両 
    6.5% 

21～30両 
    9.1% 

※平成２２年度の輸送トンキロは、統計手法の変更があったほか、北海道運輸局と東北運輸局の数値（平成２３年３月分）を除く。 

資料：全日本トラック協会「経営分析報告書」 

トラック運送業は、本来の事業活動では平成１９年
度以降赤字傾向となっており、苦しい状況が続い
ている。 
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トラック運送業界の現状 

40,072 

63,083 

19,380 29,252 

営業利益率の推移 
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年度 平成２２年 平成２３年 

項目 
月間労働時間 月間現金給与額 時間当たり賃金 月間労働時間 月間現金給与額 時間当たり賃金 

業種 

全産業 146.2 (10.0) 317,321 2,170 145.6 (10.0) 316,792 2,176 

製造業 161.5 (13.9) 362,340 2,244 161.0 (14.0) 368,340 2,288 

卸売業・小売業 138.7  ( 6.2) 265,471 1,914 137.6  ( 6.4) 262,413 1,907 

金融・保険業 151.7 (11.9) 478,494 3,154 151.7 (11.8) 473,836 3,124 

サービス業 147.6 (11.7) 271,959 1,843 146.5 (11.3) 270,497 1,846 

運輸業・郵便業 174.5 (23.4) 333,882 1,913 174.8 (24.0) 332,539 1,902 

道路貨物運送業 183.6 (27.5) 296,424 1,615 184.9(29.1) 300,213 1,624 

  
資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（事業所規模５人以上） 
（注）月間労働時間の（   ）内数字は所定外労働時間数（内数） 

（単位：時間、円） 

産業別平均月間労働時間・現金給与額、時間当たり賃金（平成２２・２３年） 

 月間労働時間を産業別にみると、道路貨物運送業が最も長く、全産業平均よりも約37時間も長くなっている。現金給与額は卸売業・小売
業、サービス業よりは高いが、労働時間が長いため、時間当たりの賃金は低く、全産業平均よりも約550円も低い水準となっている。 
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50.5% 

35.6%  

23.1% 

28.8%  

10.5% 

 15.5%  

 7.8% 

10.1%  

5.4% 

 7.0%  

101～200人 

 1.9% 

101～200人 

2.0 % 

201人以上 

0.7% 

201人以上 

1.0 % 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

平成２３年度 

平成元年度 

10人以下 11～20人 21～30人 31～50人 51～100人 

【従業員数別】 

 58.1% 

42.8%  

 20.8% 

28.0%  

9.1% 

 12.3%  

6.5% 

 9.8%  

 4.1 
% 

 5.3%  

101～200両 

1.0% 

101～200両 

 1.4%  

201両以上 

 0.4% 

201両以上 

 0.4 % 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

平成２３年度 

平成元年度 

10両以下 11～20両 21～30両 31～50両 51～ 
100両 

【車両数別】 

 事業者の99％が中小企業（資本金３億円以下又は従業員300人以下）であり、脆弱な業界体質の状況が規制緩和後さらに深刻化してい
る。 
 平成23年度においては、従業員10人以下の事業者が全体の半数以上、車両数10両以下の事業者も全体の６割弱を占めている。 

資料：国土交通省 

トラック運送事業者の規模 
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け
ん
引 

  １９歳以下 

  ２０歳以上 

  ３０歳以上 

  ４０歳以上 

  ５０歳以上 

資料：全日本トラック協会「トラック運送事業の賃金実態」より作成 

（単位：％） 
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トラック運転者の年齢構成比の推移 
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